
令和５年度第４回龍ケ崎市公共施設等マネジメント戦略会議 

次   第 

 

日 時：令和６年１月 23 日（火） 

14 時 00 分～15 時 30 分まで（予定） 

場 所：市役所５階 第１委員会室 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

【審議事項】 

(1) 「主要地方道美浦栄線」の事業予定地に位置する都市公園の区域変更及び

市有財産の売却について【道路公園課】 

(2) コミュニティセンター整備基本方針（案）の策定について【地域づくり推進課】 

(3) 大宮小学校跡地活用の今後の進め方について【管財課】 

(4) 新保健福祉施設整備事業の今後の進め方について【管財課】 

 

３ その他 

 

４ 閉 会 



公共施設等マネジメント戦略会議 

付議事項概要書 

№  １ 
 

件  名 
「主要地方道美浦栄線」の事業予定地に位置する都市公園の区域変更及び

市有財産の売却について 

区  分 

１ 公共施設等総合管理計画の策定等 

２ 上記１に基づく取組推進等 

    ⅰ  個別施設計画の策定      ⅱ 公共施設の新設       

   ⅲ  公共施設の用途廃止・変更    ⅳ 公共施設の管理運営方法  

   ⅴ 進行管理 

３ 市有財産の取得，財産の借受   ４ 市有財産の売却・貸付          

５ その他 

協議の論点 
（協議すべきポイントを簡潔に記載すること） 

都市公園の区域変更に伴う市有財産の売却について 

協議事項の 

具体的内容 

（現状・課題、これまでの協議経過、今後の予定、他自治体の状況等） 

１ 都市公園の概要 

（１）龍ヶ岡６号緑地（龍ケ崎市白羽１丁目２番１） 

ア 区域（別紙のとおり）   

イ 敷地面積 変更前 1,840.16㎡ 

変更後 1,258.31㎡（差581.85㎡ 売却面積） 

   ウ 地目 宅地 

（２）龍ヶ岡７号緑地（龍ケ崎市白羽１丁目１番２）  

ア 区域（別紙のとおり） 

 イ 敷地面積 変更前 1,922.59㎡ 

        変更後 1,722.46㎡（差200.13㎡ 売却面積） 

 ウ 地目 宅地 

 

２ 変更日 令和５年１２月４日 

３ 売却価格 約25,000円～27,000円/㎡(茨城県が提示する不動産鑑定価格) 

４ 売却方法 茨城県と随意契約 

５ 今後の予定 

龍ヶ岡６号緑地及び龍ヶ岡７号緑地の区域変更により都市公園区域か

ら除外された部分については、茨城県の都市計画道路「主要地方道美浦

栄線」の事業予定地に位置するため、普通財産として管財課へ所管替え

を行い、令和６年度に売却手続きを進める。 

添付資料 公告（写）、位置図、測量図 

部課等名 都市整備部 道路公園課 公園緑地グループ 

情報公開の区分（該当事項を○で囲む、又は適宜記入すること。） 

公  開 

部分公開 

非 公 開 

非公開（部分公開を含む。） 

とする理由 

龍ケ崎市情報公開条例第９条第 号該当 

 

公開が可能となる時期 

（可能な範囲で記入） 

 

 

令和６年１月２３日 
公共施設等マネジメント戦略会議 



龍ケ崎市公告第１５５号 

龍ケ崎市都市公園の区域変更について 

 みだしのことについて、下記のとおり敷地面積を変更するので、龍ケ崎市都市

公園条例（平成２５年龍ケ崎市条例第６号）第２条の規定により公告する。 

令和５年１２月４日 

                   龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

１ 龍ヶ岡６号緑地の区域に関する変更 

⑴ 名  称  龍ヶ岡６号緑地 

⑵ 位  置  龍ケ崎市白羽１丁目２番１ 

⑶ 区  域  別紙図面のとおり 

⑷ 敷地面積  変更後 1,258.31 ㎡ 

変更前 1,840.16 ㎡ 

⑸ 変 更 日  令和５年１２月４日 

 

２ 龍ヶ岡７号緑地の区域に関する変更 

⑴ 名  称  龍ヶ岡７号緑地 

⑵ 位  置  龍ケ崎市白羽１丁目１番２ 

⑶ 区  域  別紙図面のとおり 

⑷ 敷地面積  変更後 1,722.46 ㎡ 

変更前 1,922.59 ㎡ 

⑸ 変 更 日  令和５年１２月４日 

 

 

○写  



 龍ヶ岡６号緑地 位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

面積減少部分 

龍ヶ岡６号緑地 



 龍ヶ岡７号緑地 位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況平面図 

 

 

 

 

 

 

面積減少部分 

龍ヶ岡７号緑地 









公共施設等マネジメント戦略会議 

付議事項概要書 

№  ２ 
 

件  名 「龍ケ崎市コミュニティセンター整備基本方針（案）」の策定について 

区  分 

１ 公共施設等総合管理計画の策定等 

２ 上記１に基づく取組推進等 

    ⅰ  個別施設計画の策定      ⅱ 公共施設の新設       

   ⅲ  公共施設の用途廃止・変更    ⅳ 公共施設の管理運営方法  

   ⅴ 進行管理 

３ 市有財産の取得，財産の借受   ４ 市有財産の売却・貸付          

５ その他 

協議の論点 

（協議すべきポイントを簡潔に記載すること） 

 基本方針（案）の主となる「コミュニティセンター整備の方向性」、「中核公

民館の整備」、各コミュニティセンターの「施設更新時の基本的な考え方」等

に関し、内容について共有を図るとともに意見をいただき、了承を得たい。 

協議事項の 

具体的内容 

（現状・課題，これまでの協議経過，今後の予定，他自治体の状況等） 

１ 策定の趣旨 

市内13か所に設置しているコミュニティセンターは、施設の老朽化や住民

ニーズの変化に対応すべく施設のリニューアルが必要であるが、小中学校の

統廃合も進む中でその跡地利用も見据え、今後のコミュニティセンター整備

に関しての基本方針を策定するものである。 

２ 基本方針（案）の概要 

① コミュニティセンターの区域と今後の方向性について 

・小中学校の統廃合が進んだ場合でも、区域は現行どおりとし、13地区を

継続する。よって原則、施設を更新しコミュニティセンターは13館を維

持する。 

② 中核公民館（施設規模の大きいコミュニティセンター）の整備について 

・北竜台地区は、松葉コミュニティセンターを更新する際に「元気サロン

松葉館」機能を継承し、防災・高齢者支援機能の充実にも寄与する、施

設規模の大きいコミュニティセンターの整備を検討する。 

・既に中核公民館として整備されている馴柴コミュニティセンター以外の

龍ケ崎地区及び龍ヶ岡地区については、今後、中核公民館（施設規模の

大きいコミュニティセンター）は新設しない。 

③ 施設更新時の基本的な考え方について 

・コミュニティセンターごとに更新時の考え方を整理。 

３ 今後のスケジュール 

本会議の了承、庁議へ報告、市長決裁にて基本方針決定。 

 

添付資料 龍ケ崎市コミュニティセンター整備基本方針（案） 

部課等名   市民経済部 地域づくり推進課 コミュニティ推進グループ 

情報公開の区分（該当事項を○で囲む，又は適宜記入すること。） 

公  開 
 

部分公開 
 

非 公 開 

非公開（部分公開を含む。） 

とする理由 

龍ケ崎市情報公開条例第９条第 号該当 

 

公開が可能となる時期 

（可能な範囲で記入） 

 

 

令和６年１月２３日 
公共施設等マネジメント戦略会議 
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龍ケ崎市コミュニティセンター整備基本方針
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令和６年２月 

地域づくり推進課 
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１ コミュニティセンター整備基本方針策定の趣旨 

 

昭和59年に龍ケ崎市公民館整備基本計画を作成し、昭和60年度の松葉・長戸地区公民館の建

設から順次整備してきた地区公民館整備も平成 18 年度の城ノ内地区公民館の建設で旧小学校区

単位での整備が完了した。 

公民館は、社会教育法に基づき設置されることから、教育施設と位置付けられていたが、教育

分野ばかりでなく、幅広い分野にわたる地域活動の拠点として活用できるよう、地方自治法に基

づく公の施設として、平成 23 年 4 月から現在のコミュニティセンターに改めた。また、地域に

居住する住民相互のつながりを深めるとともに、地域で活動する各種団体等が情報を共有し、連

携協力して地域の課題解決を図ることによって、明るく住みよい地域社会を構築することを目的

として地域コミュニティ協議会が設立され、各コミュニティセンターを拠点とし地域住民による

活動が展開されている。コミュニティセンターは、市内13地区に1施設ずつ設置されているが、

地域活動の拠点であるほか、災害時の福祉避難所に指定されており地域防災には欠かせない施設

となっている。一方で、市内13か所に設置しているコミュニティセンターは、開設から30年以

上経過している施設が8施設あり、今後施設の老朽化は急速に進行する。また高齢化が進み建設

当時の住民ニーズと現在の住民ニーズに差異が生じており施設が提供している機能についても

見直す必要がある。 

このため、「龍ケ崎市コミュニティセンター整備基本方針」は、施設の老朽化や住民ニーズの変

化に対応するための施設のリニューアル、さらには、小中学校の統廃合が進む中その跡地利用も

考慮するなど今後の社会経済情勢等の変化も見据え、地域住民との協働のまちづくりや地域防災

の拠点施設となるべく今後のコミュニティセンター整備に関しての基本方針を策定するもので

ある。 

 

 

２ 公民館整備に係る計画等と整備経過 

 

（1）公民館整備に係る計画等の策定 

龍ケ崎市公民館整備基本計画 （昭和59年 12月、社会教育課） 

① 中核公民館（4館）の整備 

 ・龍ケ崎地区（中央館）、馴柴地区、北竜台地区、龍ヶ岡地区の4市街地に各1館 

② 地区公民館（17館）の整備 

 ・小学校区に各1館 

龍ケ崎市公民館整備基本計画の見直し （昭和62年 6月、社会教育課） 

① 中核公民館（4館）の整備 

 ・龍ケ崎地区（中央館）、馴柴地区、北竜台地区、龍ヶ岡地区の4市街地に各1館 

 ・これらは地区公民館と兼ねる。 

② 地区公民館（13館）の整備 

 ・小学校区に各1館（馴柴地区は、中核公民館とは別に1館） 
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龍ケ崎市公民館整備の長期的展望 （平成5年 12月、生涯学習課） 

① 龍ケ崎市公民館整備基本計画を基に、当面する公民館整備に関しての長期的展望を

まとめたもの。（注：教育次長までの決裁） 

② 当面の課題として、龍ケ崎小学校区、龍ケ崎西小学校区及び馴馬台小学校区での地

区公民館建設を挙げている。（なお、馴馬台小学校区については、旧馴馬小学校を活

用し、当面は対応する。） 

③ 続く課題として、小学校開設予定と入居の進行から久保台小学校区での地区公民館

建設及び全市的拠点施設としての龍ケ崎公民館の建設を挙げている。 

龍ケ崎市公民館基本方針 （平成18年 5月、生涯学習課） 

【今後の公民館整備】 

① 地区公民館 

・馴柴小学校の分離による小学校新設がないため、馴柴地区での地区公民館整備は完

了したと判断する。 

・龍ヶ岡地区は中核公民館を含め3館整備の予定であったが、小学校建設が3校から

2 校（八原・城ノ内）に変更していることから、龍ヶ岡地区での地区公民館整備は

完了と判断する。 

② 中核公民館 

・松葉地区公民館隣接地に用地を確保していることから、今後、財政状況や利用状況

を考慮し整備していく。 

・龍ヶ岡地区は中核公民館が未整備であることから、今後、財政状況や利用状況を考

慮し、さんさん館を中核公民館として整備していく。なお、行政出張所等の機能を

併せ持つ複合施設の設置を想定する。 

・龍ケ崎地区は中央公民館整備を計画していることから、これに中核公民館機能を備 

える。 

③ 中央公民館 

・今後の財政状況を勘案のうえ、龍ケ崎地区に新設する。中央公民館リニューアルの

必要性、龍ケ崎地区の中核公民館との兼用を考慮し、中心市街地活性化計画と関連

づけて整備する。 

④ 既存施設の改修計画 

・施設の老朽化及び住民ニーズの変化に対応するため、建築後 30 年経過を目途に順

次リニューアルを図る。 
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（2）公民館整備の経過 

公民館は、松葉地区公民館及び長戸地区公民館の開館（昭和61年 4月）以降、小学校区ごと

に整備し、城ノ内地区公民館（平成19年 4月開館）で計13館の整備が完了した。なお、基本

方針における中核公民館整備としては、龍ケ崎・北竜台・龍ヶ岡地区の3地区で未整備となっ

ている。 

 

① 中核公民館 

※築年数は、令和5年時点 

 

② 地区公民館 

※築年数は、令和5年時点 

 基本計画時の名称 整備年次 現在の名称 築年数 

1 龍ケ崎地区公民館 （未 整 備） 

2 馴柴地区公民館 昭和63年度 馴柴コミュニティセンター 35年 

3 北竜台地区公民館 （未 整 備） 

4 龍ヶ岡地区公民館 （未 整 備） 

 基本計画時の名称 整備年次 現在の名称 築年数 

1  平成7年度 龍ケ崎コミュニティセンター 28年 

2 龍ケ崎西地区公民館 平成10年度 龍ケ崎西コミュニティセンター 25年 

3 長戸地区公民館 昭和60年度 長戸コミュニティセンター 38年 

4 大宮地区公民館 昭和61年度 大宮コミュニティセンター 37年 

5 北文間地区公民館 昭和62年度 北文間コミュニティセンター 36年 

6 川原代地区公民館 平成2年度 川原代コミュニティセンター 33年 

7 佐貫地区公民館 （小学校区見直しにより整備せず） 

8 八原地区公民館 平成3年度 八原コミュニティセンター 32年 

9 馴馬地区公民館 平成6年度 馴馬台コミュニティセンター 23年 

10 北竜台第１地区公民館 平成元年度 長山コミュニティセンター 34年 

11 北竜台第２地区公民館 昭和60年度 松葉コミュニティセンター 38年 

12 北竜台第３地区公民館 平成10年度 久保台コミュニティセンター 25年 

13 龍ヶ岡第１地区公民館 （小学校区見直しにより整備せず） 

14 龍ヶ岡第２地区公民館 平成18年度 城ノ内コミュニティセンター 17年 
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３ コミュニティセンターに求められる機能 

 

(1)条例上の設置目的は次のとおり。 

① 地域住民の交流 

② 生涯学習の推進 

③ 地域福祉の増進 

④ 地域社会づくり 

（2）平成25年度より地域コミュニティ協議会が順次設立され、従来の貸館機能に加え、協議会

事務局機能を追加し、地域コミュニティ活動の拠点としての位置づけが強まった。 

（3）選挙の投票所、災害時の避難所に指定されており、投票所や避難所は住民にとって近距離に

あることが重要である。 

（4）今後、地域コミュニティ協議会による避難所運営などの地区防災の強化、地域包括ケアシス

テム構築による生活支援・介護予防サービス提供（交流サロンなど）が求められる。 

（5）住民自治組織等が設置・管理する地域集会施設においても交流サロン等の事業は可能であ

るが、地域集会施設を有しないニュータウン地区においては、活動の場の提供についての要

望が強くなる。 

（6）閉校後の小学校への移転などを含め、施設面積を多く確保することは、機能充実の観点から

メリットがあると考える。今後、コミュニティセンターには防災や高齢者支援の機能の充実

が求められる。 

 

 

４ コミュニティセンターの借地状況 

 

コミセン名 借地筆数・面積 特記事項 

長戸コミュニティセンター 

（旧長戸小） 
1筆・92.00㎡ グラウンドの一部を借用 

大宮コミュニティセンター 5筆・1,769.00㎡ 

敷地は全て借地 

駐車場不足（口頭での約束により借用

している駐車場が2箇所あり） 

馴柴コミュニティセンター 2筆・226.86㎡ 駐車場の一部を借用 

川原代コミュニティセンター 1筆・1,142.00㎡ 敷地の約半分を借地 
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５ 小学校の統合と跡地活用 

 

（1）これまでに閉校となった小学校とその後の利活用は以下のとおり。 

小学校名 閉校日 跡地の活用 

長戸小学校 平成27年 3月 31日 
新・長戸コミュニティセンター 

（令和7年度供用開始予定） 

北文間小学校 平成29年 3月 31日 
北文間運動広場 

（スポーツサロン北文間館等） 

 

（2）今後、閉校及び小中一貫校整備が予定されている小学校は以下のとおり。 

小学校名 
閉校予定日 

小中一貫校整備目標年度 
跡地の活用（案） 

大宮小学校 令和7年（2025年）3月 

公共施設としての利活用が想定される。 

コミュニティセンターへの転用も検討 

（体育館・グラウンド併設） 

松葉小学校 

令和9年（2027年）3月 
市街化区域内に立地しているため、多方面

での利活用が可能と思われる。 
長山小学校 

龍ケ崎西小学校★ 令和 12年度（2030年度）◎ 公共施設としての利活用が想定される。 

馴柴小学校 

令和27年度（2045年度）◎ 

市街化区域内に立地しているため、多方面

での利活用が可能と思われる。 

川原代小学校★ 

公共施設としての利活用が想定される。 

コミュニティセンターへ転用も検討 

（体育館・グラウンド併設） 

馴馬台小学校 

令和37年度（2055年度）◎ 
市街化区域内に立地しているため、多方面

での利活用が可能と思われる。 
久保台小学校 

※これまで閉校となった2校（長戸小学校・北文間小学校）は市街化調整区域に立地している

ことから、閉校後は公共施設としての利活用となった。大宮小学校・川原代小学校も市街化

調整区域内に立地していることから、同様の利活用になることが想定される。 

※大宮小学校と龍ケ崎小学校については、令和7年度末で統合される予定。 

※八原小学校及び城ノ内小学校については、適正規模を維持できることから、統合の予定なし 

★令和2年度（2020年度）以降、小学校同士の統合も可能とされている。（川原代小学校と馴

柴小学校、龍ケ崎小学校と龍ケ崎西小学校） 

◎「龍ケ崎市立小中学校施設における施設一体型小中一貫校・学校統合に関する調査報告書」

より 
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６ コミュニティセンター整備の方向性 

 

(1) 龍ケ崎市公共施設等総合管理計画での管理に関する基本方針は次のとおり。 

 

【基本方針１】効果的・効率的な維持管理 

コストの平準化や縮減の観点から、予防保全型による長寿命化を基本に、再

編成の検討状況を踏まえながら計画的な維持管理を行います。 

 

【基本方針２】機能（行政サービス）・事業運営の最適化 

地域の拠点として多世代が気軽に利用できるよう、行政サービスのデジタル

技術の活用による新たな機能の付加など、市民ニーズの変化への対応や利便性

の向上、業務の効率化を図るため、機能の在り方や事業運営における民間活力

の活用について検討します。 

 

【基本方針３】施設配置・総量の最適化 

市内 13 のコミュニティ地区に立地し、地域住民の交流や生涯学習等、地域

社会づくりに寄与する拠点として、原則、施設を更新します。更新の際には、災

害時の地域拠点としての機能などを踏まえて立地や規模を検討するとともに、

他施設との多機能化・複合化を検討します。 

 

(2)コミュニティセンターの区域と今後の方向性について 

これまで、地区公民館は小学校区ごとに 1 館整備し、計 13 施設となっており、小学校閉校

後も長戸及び北文間の両コミュニティセンターは、継続し設置している。また、令和３年４月

より、川原代町姫宮は龍ケ崎西小学校区に編入されたが、川原代コミュニティセンターに区域

として継続させている状況である。 

今後、長山中学校区小中一貫校が整備されるほか、大宮小学校及び龍ケ崎西小学校等の閉校

が見込まれるが、コミュニティセンターは地域コミュニティの活動拠点であり、これまでの区

域を引き続き地域コミュニティ協議会の活動区域としたいとする住民意識が強いと思われる

ことから、区域は現行どおりとし、13地区を継続する。 

よって、龍ケ崎市公共施設等総合管理計画での管理に関する基本方針にもあるとおり、予防

保全型による長寿命化を基本に、計画的な維持管理を行い、地域住民の交流や生涯学習等、地

域社会づくりに寄与する拠点として、原則、施設を更新しコミュニティセンターは 13 館を維

持する。また、更新の際には災害時の地域拠点としての機能などを踏まえて立地や規模を検討

するとともに、他施設との多機能化・複合化を検討する。 
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(3)中核公民館（施設規模の大きいコミュニティセンター）の整備について 

  平成 18 年 5 月の龍ケ崎市公民館基本方針では、馴柴地区を除く 3 地区に中核公民館の整備

を検討していたが、今後については以下のとおりとする。 

 

① 龍ケ崎地区 

中核公民館を兼ねる中央公民館と龍ケ崎西地区公民館の 2 館の整備を検討していたが、

実際には地区公民館 2 館（龍ケ崎地区公民館及び龍ケ崎西地区公民館）の整備となってい

る。龍ケ崎地区には、龍ケ崎小学校と龍ケ崎西小学校の 2 つの小学校区があるが、今後の

人口減少や少子高齢化の状況を踏まえ、将来的には 2 校の統合も計画される等、利用者数

の減少が見込まれるため、中核公民館を整備する意義が薄れている状況にある。また、龍

ケ崎地区では、令和 7年 4 月から（仮称）新保健福祉施設が供用開始となり、施設内には

市民交流エリアを創設し、コミュニティ機能を補完する予定である。 

以上のことから、龍ケ崎地区には施設規模の大きいコミュニティセンターは新設しない。 

 

② 馴柴地区 

現在の馴柴コミュニティセンターが中核公民館として整備されていることから、現状維

持とする。 

 

③ 北竜台地区 

松葉コミュニティセンター隣接地での中核公民館整備を想定し、平成11年3月に1，700

㎡の用地を取得しているが、中核公民館は未整備のままである。 

松葉小学校は、長山中学校区小中一貫校の整備により閉校となるが、今後の跡地活用の

状況によっては、松葉小学校の余裕教室を利用した「元気サロン松葉館」も閉鎖となる可

能性があるため、その機能維持が課題となる。これらに加え、松葉コミュニティセンター

は昭和61年 4月開設であり、最も建築年数が経過しているため、老朽化が著しい。 

以上のことから、松葉コミュニティセンターを更新する際には、「元気サロン松葉館」機

能を継承し、防災・高齢者支援機能の充実にも寄与する、施設規模の大きいコミュニティ

センターとして、隣接地への整備を検討する。 

 

④ 龍ヶ岡地区 

中核公民館は未整備のままである。同地区には八原コミュニティセンター及び城ノ内コ

ミュニティセンターの 2館を整備されているが、地区内の常住人口が約 1万 8千人、世帯

数が約7千世帯であり、市内でも人口が多い地区である。 

城ノ内コミュニティセンターは平成 19 年 4 月開設であり市内で最も新しい施設である

が、一方の八原コミュニティセンターは平成4年4月開設と建築後30年を迎える。 

しかし、地区内にはコミュニティセンターとは異なるが、類似施設である「市民交流プラ

ザ」を整備しており、実質的に地区内に3館整備されていることから、龍ヶ岡地区には施

設規模の大きいコミュニティセンターは新設しない。 
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(4)施設更新時の基本的な考え方について 

 

① 松葉コミュニティセンター 

上記、「中核公民館（施設規模の大きいコミュニティセンター）の整備について ③北

竜台地区」で示したとおりとする。 

 

② 長戸コミュニティセンター 

長戸小学校閉校後の跡地利用としてコミュニティセンターを移転させるため、新長戸

コミュニティセンター建設事業が進められている。令和7年度中に供用開始予定である。 

 

③ 大宮コミュニティセンター 

大宮小学校と龍ケ崎小学校統合後の跡地利用に係る要望として、大宮ふるさと協議会

及び大宮地区区長会から現大宮小学校の木造校舎を改修しコミュニティセンターとして

活用したい旨の要望が提出されている。現在の大宮コミュニティセンターは、施設の老

朽化や駐車場不足の問題を抱えており、市街化調整区域であることや敷地の全てが借地

であることも考慮し、大宮小学校閉校後の利活用として、大宮小学校跡地への移転を検

討する。 

 

④ 北文間コミュニティセンター 

北文間小学校閉校後の跡地は北文間運動広場となり、コミュニティセンター敷地内に

あった借地も令和5年 11月に取得し、コミュニティセンター用地全てが市所有となった

ことから、施設更新の際は同じ場所での立地を検討する。 

 

⑤ 馴柴コミュニティセンター 

小中一貫校の整備が予定されているものの時期がまだ先の小学校区のコミュニティセ

ンターであるため、当面の間は現状維持とし統合が具体的に協議の段階になった際に、

改めて検討する。 

 

⑥ 長山コミュニティセンター 

長山中学校区小中一貫校の整備により長山小学校は閉校となるが、今後の跡地活用の

状況によっては、長山コミュニティセンターが抱える駐車場不足の問題を解消すべく小

学校跡地の一部を駐車場として整備することを検討する。当面の間は現状維持とするが、

更新時期となった際には小学校跡地の利活用の状況等も踏まえて改めて検討する。 

 

⑦ 川原代コミュニティセンター 

小中一貫校の整備が予定されているものの時期がまだ先の小学校区のコミュニティセ

ンターであるため、当面の間は現状維持とするが、統合が具体的に協議の段階になった

際には、川原代小学校の閉校後の利活用として、現在のコミュニティセンター用地の約

半分が借地であることも考慮し、川原代小学校跡地への移転を検討する。 
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⑧ 八原コミュニティセンター 

適正規模が維持できることにより統合予定がない小学校区のコミュニティセンターで

あるため、当面の間は現状維持とし更新時期となった際に、改めて検討する。 

 

⑨ 馴馬台コミュニティセンター 

小中一貫校の整備が予定されているものの時期がまだ先の小学校区のコミュニティセ

ンターであるため、当面の間は現状維持とし統合が具体的に協議の段階になった際に、

改めて検討する。 

     

⑩ 龍ケ崎コミュニティセンター 

龍ケ崎小学校は今後予定されている龍ケ崎中学校区小中一貫校の整備予定地であるた

め、当面の間は現状維持とするが小中一貫校の整備計画が具体的に協議の段階になった

際に、校舎の配置計画と併せて立地場所及び施設の更新を検討する。 

 

⑪ 龍ケ崎西コミュニティセンター 

龍ケ崎西小学校が閉校となった場合でも、現在のコミュニティセンター用地が市の所

有であることや敷地も 2,296 ㎡と十分な広さが確保できているため、施設更新の際は同

じ場所での立地を検討する。 

 

⑫ 久保台コミュニティセンター 

小中一貫校の整備が予定されているものの時期がまだ先の小学校区のコミュニティセ

ンターであるため、当面の間は現状維持とし統合が具体的に協議の段階になった際に、

改めて検討する。 

 

⑬ 城ノ内コミュニティセンター 

適正規模が維持できることにより統合予定がない小学校区のコミュニティセンターで

あるため、当面の間は現状維持とし更新時期となった際に、改めて検討する。 

 



公共施設等マネジメント戦略会議 

付議事項概要書 

№  ３ 
 

件  名 大宮小学校跡地活用の今後の進め方について 

区  分 

１ 公共施設等総合管理計画の策定等 

２ 上記１に基づく取組推進等 

    ⅰ  個別施設計画の策定      ⅱ 公共施設の新設       

   ⅲ  公共施設の用途廃止・変更    ⅳ 公共施設の管理運営方法  

   ⅴ 進行管理 

３ 市有財産の取得，財産の借受   ４ 市有財産の売却・貸付          

５ その他 

協議の論点 
（協議すべきポイントを簡潔に記載すること） 

閉校後における大宮小学校跡地の活用方向性についてご意見を伺いたい 

協議事項の 

具体的内容 

（現状・課題、これまでの協議経過、今後の予定、他自治体の状況等） 

１ 大宮小学校の概要 

所在：龍ケ崎市大徳町4945（市街化調整区域） 

敷地面積：15,396㎡（市有地） 

校舎面積：2,573.41㎡  

①昭和47築 RC造 1階   385.81㎡ ②昭和50築 RC造2階 489.69㎡ 

③昭和57築 RC造 2階 1,041.00㎡ ④平成11築 木造2階   656.91㎡ 

体育館面積：599.48㎡ 昭和53築 S造 1階  

プール 

２ 閉校日 令和７年３月 

※令和５年９月２７日教育委員会にて大宮小学校統合基本方針が示される 

３ 閉校後の活用案（方向性） 

 【大宮ふるさと協議会・大宮地区区長会からの要望】 

①木造校舎と体育館解体せず残してほしい。特に木造校舎はコミュニティ

センターとして改修し活用したい。 

  ②校庭は公園・広場のような整備 

【庁内での公共活用提案】 

①新たなコミュニティセンターとして活用【地域づくり推進課】 

  ②公文書書庫（管理棟東側の家庭科教室＋普通教室棟）として利用 

【人事行政課】 

③避難所施設として継続活用【防災安全課】 

４ これまでの協議経過 

  R5.①10/23 ②12/28 関係各課打合せ 
管財課、地域づくり推進課、企画課、教育総務課、都市計画課、道路公園課 

５ 今後の予定 

本会議の了承、庁議へ報告後、地域の協議会等と協議を開始する。 

添付資料 
大宮ふるさと協議会・区長会要望書、大宮小学校の跡地活用に係る庁内需

要調査票、活用案配置図、跡地活用スケジュール（案) 

部課等名 総務部 管財課 再生戦略グループ 

情報公開の区分（該当事項を○で囲む、又は適宜記入すること。） 

公  開 

部分公開 

非 公 開 

非公開（部分公開を含む。） 

とする理由 

龍ケ崎市情報公開条例第９条第３号該当 

 

公開が可能となる時期 

（可能な範囲で記入） 

 

 

令和６年１月２３日 
公共施設等マネジメント戦略会議 







大宮小学校の跡地活用に係る庁内需要調査票 

 

令和５年１０月２日付け事務文書で、大宮小学校の跡地活用について、庁内向けに需要調査を

実施したところ、以下３点の庁内需要が確認された。 

 

１．新たなコミュニティセンターとしての活用【地域づくり推進課】 

概要 既存の大宮コミュニティセンターは、建築後３６年が経過し設備の老朽化

や、駐車場不足等の問題を抱えていると共に、敷地全てが借地となっている。

大宮小学校跡地へコミュニティセンターを移転することによりこれらの問題

を解消し、地域活動の拠点としてのみならず、利用者の促進や防災活動の促

進につなげる。 

理由 ・設備の老朽化や、駐車場不足等の問題を抱えているため。 

・土地賃貸借料年額約３０万円の借地を解消するため。 

期待される効果 コミュニティセンターを移転することにより、借地や駐車場不足等の問題

が解消されるだけでなく、利用者の促進や防災活動の促進が期待される。 

 

２．公文書書庫（管理棟東側の家庭科教室＋普通教室棟）としての利用【人事行政課】 

概要 当市の公文書の管理については、「龍ケ崎市文書取扱規程」及び平成２９年

の改訂を経て定められた「公文書の管理に関する指針」に基づいて行われて

いるが、自治体事務の多様化が進み、書庫で保管している現用文書等が増加

していることから、１０年保存、永年保存文書については、大宮小学校校舎

を書庫として移管する。 

理由  現在使用している電動書庫や地下書庫の公文書保管スペースの空きが少な

くなっており、抜本的な対応が必要。 

期待される効果  永年保存としている文書については、すでに現用文書としての役割を終え、

歴史的公文書の性格を有しているものもあると思われるので、移管を機会に

各課等の検討を促す。 

 公文書の管理は、まずは現行で紙によって閲覧等を行っているファイル基

準表をシステム化する必要があるが、それまでに至っていない。 

 このため、先行して現用文書の一部を移管することで、本庁舎内の書庫ス

ペースの改善を図ることができる。 

 

３．避難所施設としての継続活用【防災安全課】 

概要 大宮地区の防災対策上の観点より、龍ケ崎市地域防災計画において、大宮

小学校を「指定緊急避難場所」及び「指定避難所」として位置付けている。 

今後においても引続き、災害時における大宮地区の避難住民の受け皿とし

て、大宮小学校を避難施設として継続活用したく、跡地活用を検討する際に

は、十分に配慮願いたい（大宮地区内において代替施設の確保困難）。 



理由 当該地を「指定緊急避難場所」及び「指定避難所」として位置付けており、

大宮地区の防災対策を考えると、引続き防災拠点機能を継続したい。 

期待される効果 避難所機能等を確保することで、大宮地区の安全安心を向上することがで

きる。 

 

 

 

 上記３提案のいずれの案も排除することなく、検討を進める。 

 

●庁内需要ごとの活用方策と課題 

１．新たなコミュニティセンターとしての活用 

⇒コミュニティセンター機能の移転は、現況が借地であること、建物の耐用年数等を考慮すると

妥当なものであり、また、地域からの要望書とも合致する。論点としては、既存校舎等の利活

用とするか、改築（解体して新築）とするかを検討し、方針決定には、ゾーニング検討やコス

ト計算の比較等が必要である。 

 

２．公文書書庫（管理棟東側の家庭科教室＋普通教室棟）としての利用【人事行政課】 

⇒既存校舎の利活用を前提の活用案と考えており、公文書書庫（管理棟）を新築する案は無いも

のと考える。既存校舎を利活用するのであれば４期校舎（S57）が木造校舎に次いで築年数が浅

いため、公文書書庫の第一候補場所になると想定している。課題としては、浸水地区における

文書保管方法、電気・水道等のインフラ再整備、建物の用途変更に伴う整備、無人管理を想定

した際のセキュリティレベル設定などの検討を要する。 

 

３．避難所施設としての継続活用【防災安全課】 

⇒グランドが「指定緊急避難場所」、体育館等は「指定避難所」という位置付けを変えずに活用す

ることが本線と考える。ただし、体育館は昭和 53 年築（築 45 年）であり、耐用年数を考慮す

ると、改築の検討を要する時期に差し掛かっていることは否定できないため、体育館の改築ま

たは体育館に替わる指定避難所の確保も検討の余地があると思われる。 



活用案配置図（現状配置） 

 

人事行政課（活用提案） 

・公文書書庫 

地域（活用要望） 

・木造校舎「改修しコミュニティセンター」 

・体育館 

・校庭「公園・広場」 

防災安全課（継続活用提案） 

・指定緊急避難場所「校庭」 

・指定避難所「体育館等」 



大宮小学校跡地活用スケジュール（案） R6.1.23
年度/月 区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 備考

11/28 地域からの跡地活用要望書

大宮ふるさと協議会等との協議

要望書に対する市の考え方整理（庁内調整） 地域協議を踏まえた跡地活用案作成

1/23戦略会議 内装改修、建替等数パターンの概算費算出

　　　　　　　　　　　 2/5庁議（地域協議の臨み方）

公共施設等マネジメント推進委員会

　　　　　大宮ふるさと協議会等との跡地活用案協議 住民向け広報（各戸配布）　　 　　　　　大宮ふるさと協議会等との跡地活用案協議 大宮小学校跡地活用案を市民向けに広報（HP・りゅうほー）

地域協議を踏まえた跡地活用案作成機能・レイアウト等の要件整理 仕様書作成、調達スキーム検討 所管換え（教育→コミ）

庁議（跡地活用の方針決定） 　 　文科省財産処分手続き

設計費（基本・実施）の予算要求（12補） 予算の議決

入札期間 設計期間

公共施設等マネジメント推進委員会（事業スケジュール等）

　　　全員協議会（事業スケジュール等） 　　

大宮ふるさと協議会等との協議（設計着手） 大宮ふるさと協議会等との協議（設計進捗） 大宮ふるさと協議会等との協議（設計進捗）

市民向け広報

大宮小学校跡地活用検討会議（庁内組織）

R8予算要求（概算工事費）

　文科省財産処分手続き

基本・実施設計

建築確認申請

公共施設等マネジメント推進委員会（設計概要説明）

　　　　　全員協議会（設計概要説明）

令
和
５
年
度

住民関係

庁内調整

活用事業

その他

令
和
６
年
度

住民関係

庁内調整

活用事業

その他

令
和
７
年
度

住民関係

庁内調整

活用事業

その他

設計業務委託契約

基本設計成果 実施設計成果



大宮小学校跡地活用スケジュール（案） R6.1.23
年度/月 区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 備考

大宮ふるさと協議会等への説明

近隣住民へのあいさつ

契約審査会 　　　　　　　　　　　　議案提出

大宮小学校跡地活用検討会議（庁内組織）

工事入札期間 建物解体？ 部分改修？

工事契約議決 公共施設等マネジメント推進委員会（概要説明）

引越準備 引越作業

大宮小学校跡地活用検討会議（庁内組織）

　建設工事 　外構工事

公共施設等マネジメント推進委員会（概要説明）

　　　　　全員協議会（概要説明）

令
和
８
年
度

住民関係

庁内調整

活用事業

その他

令
和
９
年
度

住民関係

庁内調整

活用事業

その他

令
和
1
0
年
度

住民関係

庁内調整

活用事業

その他

建設工事契約

事業END・共用開始



公共施設等マネジメント戦略会議 

付議事項概要書 

№  ４ 
 

件  名 新保健福祉施設整備事業の今後の進め方について 

区  分 

１ 公共施設等総合管理計画の策定等 

２ 上記１に基づく取組推進等 

    ⅰ  個別施設計画の策定      ⅱ 公共施設の新設       

   ⅲ  公共施設の用途廃止・変更    ⅳ 公共施設の管理運営方法  

   ⅴ 進行管理 

３ 市有財産の取得，財産の借受   ４ 市有財産の売却・貸付          

５ その他 

協議の論点 

（協議すべきポイントを簡潔に記載すること） 

（仮称）新保健福祉施設（以下「新施設」。）の工事が進んでおり、併せて供

用開始に向けて、運用面について整備検討会議を経ながら、多岐に渡る検討を

行っている。供用開始に向けた具体的な取組みや要整理事項について、当課で

まとめた案について審議いただきたい。 

協議事項の 

具体的内容 

（現状・課題，これまでの協議経過，今後の予定，他自治体の状況等） 

１ 開設に向けた準備 

① 施設の位置付け 

② 指定管理者の選定 

③ 組織の整理 

④ 備品購入など 

 

２ 要整理事項 

① 施設の維持管理 

② 本庁舎１階の活用方法 

③ 地域福祉会館の活用方法 

④ 駐車場の確保 

⑤ 愛称＆ロゴマーク 

添付資料 新保健福祉施設整備事業 今後の進め方、施設レイアウト 

部課等名   総務部 管財課 再生戦略グループ 

情報公開の区分（該当事項を○で囲む，又は適宜記入すること。） 

公  開 
 

部分公開 
 

非 公 開 

非公開（部分公開を含む。） 

とする理由 

龍ケ崎市情報公開条例第 条第 号該当 

 

公開が可能となる時期 

（可能な範囲で記入） 

 

 

令和６年１月２３日 
公共施設等マネジメント戦略会議 



新保健福祉施設整備事業

今後の進め方

1

令和６年１月

管財課



新保健福祉施設の概要

こどもから高齢者まで、全ての市民が健康で安心して暮らし続けるための

健康づくりや子育ての総合的な支援拠点。

施設には保健センターを中心に、

子育て窓口、高齢福祉窓口、社会福

祉協議会、包括支援センター、市民

交流機能（3F）が入ります！

【新保健福祉施設イメージ】

市民が生涯にわたり健康で安心して

暮らし続けるための支援拠点

基本理念

2



１階 市民窓口エリア（約1,200㎡）

２階 保健福祉エリア（約750㎡）

３階 市民交流エリア（約750㎡）

北側：福祉窓口（行政）、社会福祉協議会、地域包括支援センター
南側：健康窓口、子育て窓口（行政）

建設予定地
敷地面積：2,442.32㎡

済生会健診センターと同じくらいだよ

【階別の主な機能】

健診スペース、健診待合ロビー、プレイルーム、おひさまクラブ

市民交流スペース、大会議室（2室）、小会議室（3室）、栄養実習室

新保健福祉施設ってどんなところ？

3



事業の進捗状況

令和５年９月

令和５年11月～

～令和６年３月

建設工事請負契約（建築・電気設備・機械設備）

現場着手

基礎工事（杭工事など）

【建設工事】

• 新保健福祉施設整備検討会議開催
（管財課・健康増進課・医療対策課・福祉総務課・こども家庭課・保育課）

• 公共施設等マネジメント戦略会議（内部）及び公共施設等マネジメント推進
委員会（外部）への進捗報告

• HP、SNS、りゅうほー等を通じた施設広報
• 施設３階部分の設置及び管理に関する条例及び施行規則の素案作成
• 施設３階部分の指定管理者選定に係る準備（申請要領・仕様書案の作成）
• 購入備品ならびにレイアウト案の検討
• 供用開始後の施設維持管理方法の整理
• デジタル田園都市国家構想交付金の活用検討 など

【運用面】

※建設工事は令和６年12月を目途に完了し、令和７年１～３月を供用開始に向けた
準備期間に充てる予定です。

4



新施設の供用開始に向けて、現在重点的に取り組んでいる事項は以下のとおり。

①施設の位置付け
新施設は様々な用途を想定する「複合施設」であり、１階は公用施設（事務事業の用に供するもの）に
該当し、２階は保健センターの設置及び管理に関する条例の変更での対応を予定している。
３階については、別途位置付けが必要になるため、条例ならびに施行規則を定める。

②指定管理者の選定
新施設の３階は健康・子育て・福祉・市民交流の４つの機能をつなげる「多世代交流センター」と称し、
その管理運営は民間事業者（指定管理者）に委ねる予定である。公募により事業者を決定。

③部署の配置

新施設の南側の人員が、昨年度の検討段階でほぼ満員であったが、現段階で改めて人員算定を行ったと
ころ、事務執行に支障をきたす状況（人員過多）にある。文書や備品保管場所等も考慮すると、修正を
要する。

④備品購入など

新施設では原則、什器や備品類はすべて新調することを予定している。また、新施設ではDX化やペーパ
レスの推進も視野に入れており、現在の文書や物品をそのまま新施設に移動するのではなく、各課での
整理が必須と考える。

5

開設に向けた準備



開設に向けた準備 ～①施設の位置付け～

6

新保健福祉施設 … 様々な用途が同居する“複合施設”

主に健康・子育て・福祉に関する事務手続きや相談を行う場所

１階 市民窓口エリア

⇒公用施設としての性格が強い（市役所本庁舎別棟の扱い）

主として保健センターが使用

２階 保健福祉エリア

⇒現行の保健センター設置条例の改正（所在の変更）で対応

健康・子育て・福祉の総合的な支援や世代間交流を図る施設

３階 市民交流エリア

⇒新たな位置付けが必要

１階 南側事務室

２階 健診待合室

３階 多目的スペース

施設全体ではなく、新施設３階部分だけを位置付けすることでの整理が妥当と考えており、条例につ
いては指定管理者の選定を視野に、第２回定例会への上程を想定している（施行は令和７年４月１
日）。また、有償での諸室の貸出しを行う予定であり、利用料の設定も併せて実施する。



開設に向けた準備 ～②指定管理者の選定～

7

上記サービスの運用を想定すると、行政での管理運営よりも民間事業者の業務ノウハウを
活用することで、より良質な住民サービスを提供でき、さらには効率性やコスト面での優
位性も認められる。特に、健康・子育てに資するイベントの企画については、民間事業者
の発想力や知見を十分に発揮いただけるものと期待している。
以上のことから、多世代交流センターは指定管理者による運営が適当と考えており、指定
管理者の選定にあっては、公募により事業者から企画提案を募り、指定管理者選定委員会
において事業者の選定を行った後、第３回定例会での議決を経て指定管理者の指定を行う。
なお、指定管理者の開設準備期間を考慮し、指定期間は令和６年10月１日から令和12年３
月31日までの５年半としたい。

 休館日は12月29日から翌年１月３日
 午前９時から午後９時までの開館
 多目的スペースは飲食可
 施設予約にオンライン予約を実装（市公式LINEを使った予約システムを想定）
 キャッシュレス決済導入
 健康・子育てに資する講座やイベントの企画
 施設やイベントの広報など
 市民及び市民団体への施設貸出（使用許可等）

◎３階 多世代交流センターの特徴



開設に向けた準備 ～②指定管理者選定～

8

◎指定管理料 ※金額は予算額

年度 指定管理料（千円） 備考

令和６年度 11,767 R6.10～ 開設準備経費

令和７年度 34,093

令和８年度 34,763

令和９年度 35,401

令和10年度 35,989

令和11年度 36,561

1 初年度（R6）はHP作成、備品購入、頒布品作成などの経費を見込んでいる
2 R7～の運営費の約７割が人件費。その他、イベント事業費、電子機器、消耗品費等。
3 指定管理は一部利用料金制とする見込みであり、上表の金額は支出額から貸館利用料や事業収入を差し引いた金額である。

◎スケジュール

日時 項目 内容

令和６年３月末 指定管理者選定委員会 申請要領・仕様書の確認

令和６年４月 公募開始

令和６年７月 指定管理者選定委員会 指定管理者の選定

令和６年７月末 指定管理者指定の議案提出

令和６年９月 市議会の議決

令和６年10月１日 指定期間の開始



開設に向けた準備 ～③部署の配置～
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昨年度の段階で、１階南側の人数が定員（60名）を超過していたが、今年度に改めて人員
の算定を行ったところ、１階南側の見込人数が定員を大きく上回り、事務執行に支障をき
たす状況にある。

部署位置 課名 人数

1F北 社会福祉課（社会福祉推進G） 5

健幸長寿課（健幸づくり推進G） 5

健幸長寿課（包括支援センター） 12

社会福祉協議会 13

包括支援センター（外部） 6

小計 41

1F南 健康増進課 28

新型コロナワクチン対策課 13

こども家庭課 20

小計 61

合計 102

部署位置 課名 人数

1F北 福祉総務課 18

社会福祉協議会 13

包括支援センター（外部） 6

小計 37

1F南 健康増進課 26

医療対策課 12

こども家庭課 17

保育課 10

小計 65

合計 102

【令和５年度】【令和４年度】

解消策として、ワクチン保管庫が２階にあること、感染症蔓延期には臨時の事務スペース
としての想定があったこと、業務の連携頻度が他課と比較して少ない傾向であること等を
踏まえ、医療対策課の事務スペースは２階プレイルームとしたい。
また、医療対策課を２階に配置することで、文書保管場所や作業スペースの確保が可能と
なり、医療対策課・他課相互に事務動線の円滑化を図ることができる。

詳細は新保健福祉施設図面を参照



使いやすい・分かりやすい施設とするため、

コンシェルジュ を正面入口に設置

開設に向けた準備 ～③部署の配置～

10

１階北側には行政部署以外に、福祉サービスの向上を図るため、

社会福祉協議会と地域包括支援センター が入居

※常駐の受付員（業務委託による）を配備し、施設の案内・誘導だけではなく、お客様が移動する手
間を軽減するため、相談の一次対応や職員の呼出しなどのつなぎ業務を行う。

【施設１階北側】

地域包括支援センター（６名程度）

社会福祉協議会（10名程度）

コンシェルジュ（外部委託の受付員が常駐）



開設に向けた準備 ～④備品購入など～
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新保健福祉施設で購入する主な備品など

 備品・デジタル機器は原則新調とする。購入は一括して管財課で購入。
 事務室内の事務机のレイアウトはカウンターから見て均等に並ぶ形とする（人事異動等

による人員配置に合わせた事務机の配置ではなく、事務机に人が合わせる。）。
 部署間をキャビネットで仕切る形を廃止する。
 管理職の袖机を廃止（フリーアドレスの実現には支障がある）。
 現在の文書や物品量を考えると、収納が困難になることが予想されるため、引っ越しの

際には文書量等の削減（保存年限の見直しや廃棄など）が必須。
 不要となる事務机やイスは一時的に現保健センターに保管し、令和７年度に実施予定の

解体工事の際に一括して処分を行う（既存事務机等の交換は適宜実施）。
 プリンターや複写機は既存流用を原則とし、必要に応じて追加購入。
 デジタルサイネージ・電子黒板等の購入はデジ田交付金（補助率1/2）を活用

 事務机・イス
 カウンター
 キャビネット
 会議室・相談室等のテーブル・イス
 健診待合室のソファ
 ３階多世代交流センターのテーブル・イス
 デジタル機器（デジタルサイネージ・電子黒板）や電化製品 など

新施設における事務執行の考え方



事業推進に当たり整備すべき事項を４点挙げさせていただく。

①施設の維持管理
新施設の供用開始後、施設の維持管理を行う必要が生じるが、管理の簡略化及びコスト面の優位性を考
慮し、現在本庁舎の施設維持管理を委託している事業者に、新施設の施設維持管理を委託したいと考え
ている。また、新施設の管理をどの部署が担うのかも検討事項。

②本庁舎１階の活用方法
新施設への移転に伴い、特に１階北側事務スペースに空きが生じる（保護課・障がい福祉課だけが残
る。）。保護課の事務スペースが狭隘のため、拡張する見込みではあるが、それでもスペースに余裕が
あるため、市民の利便性に配慮し、庁内の部署を１階に移転することが妥当と考える。

③地域福祉会館の活用方法
社会福祉協議会が新施設に移転した後の地域福祉会館の活用法を模索しており、候補としてはシルバー
人材センターの移転、ボランティアセンターとしての活用などを想定している。施設の老朽化も進んで
いるため、将来の活用方策を定めた上で、内外装の改修工事を行う必要がある。

⑤愛称＆ロゴマーク
新施設３階は条例上では「多世代交流センター」としているが、他自治体では別途愛称を設ける事例が
多い。施設に対する親しみや供用開始後の施設広報を見据えると、愛称やロゴマークを公募等により募
ることを検討している。
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要整理事項

④駐車場の確保
現在、職員用駐車場の収容台数は約460台（北・南・西の合計）であるが、これに加えて健康増進課・
地域包括支援センターの台数が増となり、さらには健康診断や多世代交流センターの来客などの増要因
が見込まれるため、駐車場の確保及び運用が課題である。



新保健福祉施設で必要となる主な施設維持管理項目
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要整理事項 ～①施設の維持管理～

施設清掃
受付案内
夜間巡回警備
消防・防火設備点検
電気工作物保守点検
受水槽清掃・水質検査
エレベータ保守点検
機械警備 など

電気料金
上下水道料金
電話料金

など

施設維持管理 光熱水費等

上記管理を想定した場合、施設の維持管理は管財課が執り行うのが適当と考える。
しかしながら、管財課は本庁舎に残る可能性が高いため、新施設に部署する健康増進課などが非常時の
館内放送や消耗品の手配等の運用を行うのが現実的である。
また、当該施設は“複合施設”であり、施設には社会福祉協議会、地域包括支援センター、指定管理者
（民間事業者）が入居するため、保守点検時期や館内事業の調整が必須となると考えており、施設運営
の協議会を設立して毎月会議を行うなど、情報の共有化を図る。

立地的に本庁舎に近接していること、保守点検内容が本庁舎に類似していること、さらにはスケールメ
リットによるコスト面の優位性等を考慮し、現在本庁舎の管理を委託している事業者に新施設の維持管
理を委託することが妥当と考える（新契約or現契約の変更かは要検討）。

新施設の管轄部署

その他

消耗品・備品購入
電気錠管理
防犯カメラ管理
デジタルサイネージ等の管理
NW管理

など



◎現在の部署
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要整理事項 ～②本庁舎１階の活用方法～

来庁者の利便性を最優先に考え、来庁機会の多い部署を１階に配置することが望ましいと考えている。
業務連携を考慮し、介護保険課・障がい福祉課・保護課の福祉関連部署を横並びにゾーニングし、１階
中央（現：介護保険課）に部署A、通用口付近（現：福祉総務課）に部署Bを配置する案とした。また、
上階から部署が移転することに伴い、スペースが生まれるため、事務室狭隘化の解消や職員の打合せ＆
休憩スペースとしての活用を想定している。
今後、事務分掌や各部署の必要人員算出等の細かな検討を重ねた上で、本庁舎１階の活用方法の結論に
至るものと考えているが、検討時間も差し迫っているため、草案として提案するものである。

◎変更案（R7.4以降）

福祉総務課

介護保険課

こども家庭課 保育課 障がい福祉課 保護課 部署B

部署A

介護保険課 障がい福祉課 保護課

新施設へ移転

上階から移転

１階中央から移転
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要整理事項 ～③地域福祉会館の活用方法～

◎現在の活用

 社会福祉協議会事務局（本館１階・２階）
 ボランティアセンター（本館１階）
 ボランティア団体等の活動場所（新館の大会議室・小会議室・会議室）
 ふれあい給食（新館１階）
 町内会・ボランティア団体への貸出物品（屋外）

恒常的に使用している団体は社会福祉協議会事務局であり、ボランティア団体等は活動や会
議を行う際に使用している。ボランティア団体の活用頻度や時間はそれぞれであり、朗読の
会（週５）、要約筆記 龍（週１）、点訳友の会（週２）が積極的に活動している。また、
会議室は庁内・関係団体の会議開催場所として重宝している側面もある。

◎令和７年度以降の活用

 シルバー人材センター(本館１階)
 社会福祉協議会事務局の倉庫・書庫（本館２階）
 ボランティアセンター（本館１階）
 ボランティア団体等の活動場所（新館の大会議室・小会議室・会議室）
 ふれあい給食（新館１階）
 町内会・ボランティア団体への貸出物品（屋外）

シルバー人材センターを市役所近傍に集約し、高齢者の生きがいづくりを推進する。会議
室等はシルバー人材センターが占用はせず、ボランティア団体等の活動場所を確保。ボラ
ンティアセンターは現在の位置を想定し、調理室も現状の運用を継続。現在は施設の管理
を社会福祉協議会が担っているが、施設の多目的な活用を視野に入れると管財課管理が妥
当と考える。なお、シルバー人材センターの入居に伴う内外装改修は利用者への影響も少
なく、また建築保全の観点からも適切なタイミングと言える。
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要整理事項 ～④駐車場の確保～

①現在の駐車可能台数

場所 来客用 公用車 目的外利用 職員用 合計

北側 91 49 0 227 367

南側 50 0 13 61 124

西側 0 0 0 164 164

合計 141 49 13 452 655

●恒常的な駐車場利用

（内部）健康増進課25台、地域包括支援センター6台、指定管理者3台、社会福祉協議会車両7台=41台
（来客）多世代交流センター来館者20台

●臨時的駐車場利用

（来客）健康診断受診者駐車場約50台、多世代交流センターの催し物約40台≒現状に加えて約100台分の駐車場が必要

北側210台＋南側55台＋西側148台＝413台

（単位：台）

②現在の駐車実数（正職員＋会計年度＋外部団体の９割） ※日によって増減あり

452台－413台＝39台 ※計算上、約40台の空きがある

①－②

増要素

 北側駐車場の来客用駐車場を増やす必要がある。（91⇒110程度）
 龍ケ崎中学校下の駐車場もローテーションに入れる等も検討（龍中駐車場50台）
 ノーマイカーデーの徹底により、龍中下の駐車場を使用しないことも可
 北側駐車場に新保健施設に入る部署がローテーションすることなく駐車し、健診等のイベ

ントで大きな集客が見込まれる場合は、文化会館等に車両を移動する等の対応をする。
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要整理事項 ～⑤愛称＆ロゴマーク～

同種の新設施設では、施設の愛称を募集するケースが多い。また、愛称を設定することで、
施設に対する愛着の醸成や広告宣伝効果などが期待できる。
他自治体の事例も踏まえ、愛称を市民公募で募集し、ロゴマークは当面は作成せずに、必要
に応じて事業者による作成または市民公募での募集を実施する。
愛称の決定は、施設広報の都合を考慮し、年内には決定したいと考えている。

施設名称 愛称 備考

柏市文化・交流複合施設 パレット柏 愛称：公募 ロゴ：事業者作成

旭市多世代交流施設 おひさまテラス 愛称、ロゴ共に事業者が作成

品川区立環境学習交流施設 エコルとごし 愛称：公募 ロゴ：事業者作成

美咲町多世代交流拠点施設 みさキラリ 愛称：公募 ロゴ：不明

取手市立取手ウェルネスプラザ 取手ウェルネスプラザ 愛称：市作成 ロゴ：なし

浦臼町多世代交流施設 えみる 愛称：公募 ロゴ：不明

座間市立市民交流プラザ プラっと座間 愛称：公募 ロゴ：なし

旭市 おひさまテラス 品川区 エコルとごし 柏市 パレット柏
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おわりに

新保健福祉施設は、この時代に作る新たな“複合施設”であり、また、環境性能としても
市内で初めてZEB Ready*を達成する施設となります。そのため、新施設に従事する職員は
もちろん、来館者も含めてSDGsの取組み、ペーパレス化等により、カーボンニュートラル
を実現することが求められます。
また、当該施設では電気錠による入退室管理、デジタルサイネージや電子黒板の導入、AI
カメラの導入、施設予約のオンライン化・キャッシュレス化など、様々なデジタルデバイ
スを駆使してDX化による市民の利便性や満足度を向上する予定です。
さらには、自家発電設備を備え、また受水槽から直接採水できる等、耐災害性の高い施設
でもあり、市内の中央かつ駐車場台数を十分確保できる特性から、避難所としても有用な
施設となるため、市民の安全・安心という面でも期待される施設と言えます（福祉避難所
としての位置付けを予定。）。また、ソフト面では３階に「多世代交流センター」を設置
し、民間事業者の知見を活かした魅力的なコンテンツを提供する予定です。
上記に記載したような、新たなを試みを盛り込んだ施設となりますが、これらのサービス
を有機的に展開するためには、サービスの提供である職員自身の理解が不可欠です。その
ため、これまでのやり方を踏襲した事務執行ではなく、書類の量を減らす（見直す）、こ
れまで以上にDX化を推進し、自ら働きやすい職場環境を構築するなどの工夫が必須と言え
ます。
新施設のコンセプトである「市民が生涯にわたり健康で安心して暮らし続けるための支援
拠点」を目指して、部署の垣根を超えた横断的な取組みにより市民サービスの向上を図り
たいと考えておりますので、事業へのご理解とご協力をお願いします。

※Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼びます。快適な室内環境を実現しながら、
建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のことです。ZEB Readyは省エネで建物で消費する年
間の一次エネルギーを50％以下まで削減する施設を指します。



地域包括支援センタ―
（６名）

社会福祉協議会
（10名）

福祉総務課
（18名）

保育課
（10名）

こども家庭課
（17名）

健康増進課
（26名）

キャビネット群

福祉エリア

福祉エリア

１階 市民窓口エリア



医療対策課
（12名）

２階 保健福祉エリア



キッチンスタジオ

コミュニティ
ホールB

コミュニティ
ホールA

ミーティング
ルームA

ミーティング
ルームA

ミーティング
ルームB

 休館日は12月29日から翌年１月３日
 午前９時から午後９時までの開館
 多目的スペースは飲食可
 施設予約にオンライン予約を実装（市公式LINEを使った予約システムを想定）
 キャッシュレス決済導入
 健康・子育てに資する講座やイベントの企画
 施設やイベントの広報など
 市民及び市民団体への施設貸出（使用許可等）

＜多世代交流センターの特徴＞

３階 市民交流エリア

… 予約不要で利用可

… 貸出諸室（要予約）

パブリックスペース
（予約不要・無料で利用可）
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